


































l; 財 1 単位を生産するために必要な(直接)投下労働量 (man-hour) 
C i 財 1 単位を生産するために必要な生産手段
π 財生産部門の蓄積率 (gi :財生産部門の成長率)
但し ， i= 1 生産財， i= 2 消費財。
また，議論の簡単化のために次の様な仮定を設ける。
①資本は流動資本のみから成る




(…九ω同十π1(x 1C1P九ω11P2) =X1 ρ1 
X2C2ρ 1+X 2 ω12 ρ2+π'2(X2C2P1 +X2ω12 ρ 2) =X2ρ2 
と書くことができる。再生産の均衡条件は，生産財については需要 X1C1P1 (1 +7l'1) +X2C2P1 
(1 +π2) と供給 X1P1=X1(C1P1+ ω1 1 ρ 2) ( 1 + 7l'1) が均衡し，したがって
(1) 
X1 ρ 1=X1 (c 1 ρ1+ω1 1 ρ 2) (1 +π1)=X1C 1 ρ1(1 +π 1) +X2C2 ρ2( 1 +π'2) (2) 
が成立することであり，消費財についても需要 hω11P2 (1 +π1) +X2ω 12P2 ( 1 十 π2) と供給
X2P2=X2 (C2P 1 +ω12P2) (1 +π'2) が均衡し，したがって
X2ρ2=X2(c2ρ1十ω 12P2) (1 +π'2) =X1ω 1 1 ρ 2 (1 +π 1) +X2ω 12P2(1 十 π'2) (3) 
が成立することである。 (2)式 (3)式のいずれも，整理すれば





(1 +π1)C1X 1+(1 十π2) C2X2=X1 
1+π1-手 C乙 X乙(1 +π2) (5), 
<"1 L 1 .., 1 
消費財については
(1十π1)ω 11X1+(1 +π'2)ω 12x 2=x2 
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1+π12J「・そ~{1-ω12( 1 +π2) } 




④ りうる蓄積率との関係をぶしている。 また(5)式は生産財の純生産物 X1-C 1X 1- C2X 2 が総て(資
本家によって)純投資7l'1C1X1 +π2C2X 2 にむけられることを意味しており， (6)式は消費財の純生







- X1 - 喝
π1 C2ω 1 1 一 C1ω r; -1 (7) 
ω ?h一h? ?
(8) 一一?π ~(C2ω 1 1一C1ω 1 2)
ゐ 1
という関係を得る。また，両部門の蓄積率の聞には
{ (c 1 12一 c211) ( 1 +町) -lzf {ω (c112-c211) ( 1 +π2) -C1} =c211 (9) 
という関係がある? 両部門の均衡蓄積率は生産財と消費財の産出量比と一義的な関係をもってお






生産財価格 ρ1= (1 +ρ1) (C1P1+ω 11P2) 



























1乙(C2ω 1 1 -C1ω 12) 
晶 1
旬i (16) 
という利潤率と産出量との関係を得る。また， (11)式(12)式から P1 ， れを消去すれば，両部門の利
潤率の聞に
{(C1/2-C2/1) (1 +ρ1) -/2~ {ω (C1 / 2一c2/ 1 ) (1 +ρ2) ーC1}=c2/1 (1引










gl(t) -g2(t) =/ (ρ1 (t) - P2 (t)) (18) 
但し， ρ1 (1)タ2(t) 一連 o
という投資関数を想定する乙とは妥当であろう。産出量比は
X 1 (1+ 1 ) X 1 (1) 1+gl(t) 
ヲ2(1+ 1了 = X2(t) • 1 +g2(t) (19) 
という関係にあるから，かかる投資関数のもとでは，第 I 部門の利潤率が第E部門の利潤率より
( 1+gl(t) も高ければ第 I部門の優位的頼性ずるい(t) >P2(t)ー 1+gz(t)>1 一五7
X1(t) 1+gl (1 X1(め 1







E 部門利潤率不均等のもとでの第 I 部門の優位的発展
(IJ 実質賃金率一定の場合e
相対産出量与三と相対価格そととの関係式
み 1 1'1 
Xz 
α) II 一一 C1 一二了一­
I' Z 己 "'1


































格子を低下させる XZ (t) > 竺2L-EL>竺土~ì その結果，第 I 部門の利潤率
rム\X1 (t) X 1 (1+ 1 )ρ1 (1)ρ1 (1+ 1) ノ
は上昇し (ρ1 (t) < P1 (1+ 1))一一 (13)式一一，第 E部門の利潤率は下落する (Pz(t) < ρz(t+1) )一一一
(14)式 。したがって第 I 部門の優位的発展をもたらした両部門聞の利潤率較差は拡大し (P1(t)
-Pz(t) <ρ1(t+1)-PZ(t+1)) , 投資関数(1日式で示される投資行動のもとでは，第 I 部門の優位的発
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展が加速される (g1 (t)-g 2 (t)< g 1 (t+ 1 ) -g 2 (t+ 1) )。
このように，実質賃金率が一定である場合には，第 I 部門の資本一労働比率が第H 部門の資本





r p二 X1 (C1ρ1+ω 11 ρ 2)+X2 (C2P1+ ω 12P2) - 1 
X2 
ρ n ω 1 1一 C1でア一2 "2ι  
一一一・Pl ω 11 X2 












となる o ここでは第 I 部門の資本労働比率が第H部門の資本ー労働比率よりも大きい(?>
す)ケースが対象となっているのであるから，山一C211> 0 であり，したがって利潤率叫
産出量比ムが-C1+ω凶 (C1一ωl什4ω11 よりも大きい(主 >C1+ω12+打石
X1 Ir 2 2 ¥X1 2 C2 
一ω 12)2+4 c2ω 11 \ -C1+ω 12-J (C1一 ω 1 2) 2十 4 C2ω 1 1 ， ._(X2 一C1十ω 1 2l か 1 よりも小さいに一<ノ 2 ¥ 
ω12-J (C1一ω 12)2_4c ωl\ 且
2c-:2) --'t "2~ <l )酬では産出里比三十の増加関数であり，産出量七三十が
-C1十ω 1 2-) (C1+ωω2+ 4 a2ω 1 1 -C1 +ω 1 2+J (C l一 ω 1 2)2+4 c 2ωlと l d\し 1 1 の聞にある
2C2 2 C2 




r C1ω 1 1 1 /T'> -, ~ ~" - ,J, '7 hrr ~" h L ., n *ー{ρ1* ?列A=| ; |のフロベニウス列ベクトルP*=[ rL~ I で表現でき，生産価格を成立させる相l C2ω l2 ) ρ2* J 
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対産出量は投入係数行列A のフロベニウス行ベクトル x*= 〔xf xf 〕で表現できる。 また投入
係数行列AIのフロベニウス根を入とすれば，均等利潤率ρ*は戸=(1 /λ)-1 となる。具体的に
は
J-C1+ω 1 2+J(C1一 ω 1 2) 2+ 4 C2ω 1 1 生産価格一一 - "': , 'V 
ρ1 * 2ω 1 1 
* 均等蓄積径路産出比一生五
X1 
-C1+ ω12+~一ω 12) 2+ 4 C2ω 1 1 
2 C2 
2 均等利潤率ρ* C1+ωι+行ζ=ω 12) 2十 4 C2ω 1 1 
である? かくして，平均利潤率曲線⑫式の変曲点字
ゐ 1
-C1十ω 1 2+J(C1一ω 1 2) 2十 4 C2ω 1 1 
2 C2 
* X2 は均等蓄積径路産出比*である。それゆえ，均等蓄積径路からの事離過程である第 I 部門の優
X1 
位的発展は産出量比与とが三与より小さくなってゆく過程であり，ム
ル X1 ゐ 1








は相対価格与を上昇させる。その結果，第 I 部門の利潤率は下落し (ρ l(t) >ρ1 (1+ 1))一(13)
μ1 
式一一，第H 部門の利潤率は上昇する (ρ2(t) くん(什1))一一(凶式，一一一。その時， ρ1(t+ 1) くん
ρ2 (1+ 1) となる場合と ρl(t+l) >ρ2 (1+ 1) (但しん (t)-P2(t) >ρ1 (1十 1 )ーん (t+ 1)) となる場合の 2 通り
の場合が考えられる。尤も，後者の場合も ρ1 (什1) >ρ1(1+ 2)，ん(t+l)< ρ2(什 2) となるから，いず
れ n 期後には①ρ1 (1村) <P2(t+n)となるか②ρ1 (1村)=ρ2 (I+n) となるかどちらかである。②ρ1 (t+n) 
P2U+n) となる場合は， (18)式から明らかなように， g 1 (I+n) = g 2 (1十η) となり均等蓄積となる。①ρ1
(!+n) < ρ2(t+n) となる場合は，両部門の利潤ギが直ちに逆転する場合 (ρ l(t+l) < ρ2 (1+ 1))と同様
に考えることができるから， ρ1(t+ 1) <ρ2 (1+ 1) となる場合を検討すれば充分である。
両部門の利潤率が逆転してん(1+ 1) となると， (1 8)式より，成長率も逆転してgl(t十 1)<g2(t+l) とな
( X2 (1十 1) X2(t+2) ¥ 
る。その結果，再生産構造は消費財生産へ傾斜する{一一一一<一一一一) したがって， (10)式\X1 (1十 1 ) X 1 (t+ 2) ) 0 - ~， 
ρ2 , 1 rr-r--.--} ( ρ 2(t+ 1)ρ2 (1+ 2)¥ から分る様l乙，相対価格一一は侭下し(一一一>一一一一) 第 I 部門の利潤率は上昇しρ1\ρ1(1十1) ρ1(什 2) ), 
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(ρ1 (t+ 1) <ρ1 (什 2)) 一一(13)式一一，第 E部門の利潤率は下落する (ρz (1+1) >ρz(什 2))
(14)式 。その時利潤率が再び逆転してん(t+2) >ん(t+2) となるならば，議論は出発点 (ρ1 (t ) 
>ρz (t )) I乙戻ることになり，以後の各期において両部門の利潤率および蓄積率の逆転が繰返さ
れることになり，資本蓄積径路は均等蓄積径路を中心に振動する乙とになる。また利潤率が逆転
XzCl+ 1) Xz Ct十 2 ) せずP1(t+2) くん ct + 2) となる場合でも，一一一一一<一一一一ーとなることを考慮するならば， (13) 
X 1 (t+ 1 ) X 1 (t+ 2 ) 
式および(1心式より ρ1(t+2) >ρ 1(t+3) ， PZ(t+2) < ρz(t+3) となるから， ある期間 n の後l乙は利潤率
は逆転してρ1 Ct村) >Pz Ct+π) となるか均等化 (P1(t村)=ん Ct+n))するかどちらかである。前者の
ときには，既に述べた如く，資本蓄積径路は均等蓄積径路をめぐって振動し，後者のときには均
等蓄積径路へと収散する。















1+π1=l 一三・と(1十πz) (5) 














ω Iz ~乙 +Cz
μ1 








ここで，取扱いの便宜上賃金を後払いと考える と，消費財の需給均衡式は Xz (t) = ω (t) [11 
X1(t) +lzXz(t) J となるから， (6)ノ式は
1 
ω (t)=一一一一一




X 1 (1) 
の決定式と考えることができる。また，利潤率は，
Pl =C1P1 [1 十ρ1 (t ) J 十 ω ( t) llPz











Xz(t+ 1) ぬ (t) 1+πz(t) 
X 1 (t+ 1) X 1 (t) 1 +π1 (t) 
であるから，これら 5 つの式に投資関数
π1 (t)一 πz(t)=f [ρl (t)-PZ(t) J 




円れを加えることによって体系は元結し，相対価格 (=given) の値如何によって資本蓄積径路九、ρ1 
決ってくる。
さて，第 I 部門の利潤率が第 H部門の利潤率よりも高い (ρ1 (t) >向付))ときには， (18)式より，
第 I 部門の資本蓄積率が第 H部門の資本蓄積率よりも高くなる (π1 (t) >πz(り)。その結果， (19)式か
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( X2(t) X2(t+ 1)¥ ら分る様l乙，第 I 部門の優位的発展が生ずる l-::一一>--- そして実質賃金率は，仰
¥ X1(t) X1(t+ 1) ノ
式より，低下する (ω(1)>ω(1 +1)) 
ところで， (23)式および位心式より，
ρ2 I ( 12 11 ¥ 1 I I 
P1 (t) ーん(1)= つ了一 j l-ー一一一一一 jω(1) 一一一 i 十一一一
P1 ¥C2 C1 / C2 C1 
⑬ /ρz\* であるから，両部門の利潤率が等しい時の相対価格 lτ-=- J.は， (25)式より










ρ2 j.,< ( ρ2 ¥ となる，したがって，所与の相対価格一ーか (~~I よりも高いか低いかに従って第 I 部門のρ1\ρ1 ) t 
/ρ2 > (ρz\ 利潤率か第E部門の手Ijj閏率よりも低くなったり高くなったりするのであるトァヲ lー-=-J 一→
\1' 1 、\\ P1 / ι 
p仇仰1μ山(ω吟t
/ρ2 ¥ 式その結果利潤率均等価格 (~J が変化するという点である。\ρ1 ノ
第 I 部門の資本一労働比率が第四門の資本一労働比率よりも小である(?<??)場合に
は ， (26)式から明らかな様に，頬賃金率ω川正下する時同利潤率均等価格( :: )*は上昇
ρ2 ~ (ρ2\* ~~ L=-tY_-",Lo" =J..-L. 1 , (P2 (P2¥* する。したがって，一< ¥ ;;:) で、あった両者の差は一層拡大し〔τ< 〔Ijt<ρ1\ρ1  1 ¥¥/ 






(す) :+1) 。 乙の時，① (fY <企<(ILYとなるか②企<(主) :+1 < 1+1 -P1 ρ1 / 1ρ1\ Þ1 ノ 1+ 1 
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( ::)ホ P2 ./ (れ) :+1 < (計'←一 となるかは確定できない。尤も，②一一<( ) ( ) となる場合でもノtρ1\ρ1 ) 1 + 1\ρ1 ) 1 
(去に2<(frJなるから，いずれ n期後には(士) :+n+lく去< (計二と
なるベ三=(ムγ < (ム事 となるかいずれかである。
P1 ¥P1 ) I+n+l\ρ1 ) I+n 
最初のケース，つまり①ムネ <主< (ι* となるときには，両部門の利潤率は\ρ1 ノ 1+1ρ1\ρ1 ) 1 
逆転し (ρ1(1) >ん(1)ー→P1(1+ 1) <ρ2(1+1)) ，第E部門の蓄積率が第 I 部門の蓄積率を上回るよう
山一(1印式一，産出量比三乙は上昇する(竺<企止)その結果，実質賃金率は上X1 ¥X1(1) ~ X1(I +1) J。
昇するー(22)式ーから，利潤率均等価格(す)*は上昇する((すにl<(frJ-
一白紙一ことになる。その時， @(ム) ~，，<ム<伴γ となる場合には両部門の\ρ1 ) 1 +1ρ1\ρ1 ) 1+2 
利潤率は再び逆転し (P1(1+ 1) <P2 {t+1) 一一一+ρ1(1+2) >ん(1+2 )) ，期と同じ状態となる。したが
ってこの場合には，資本蓄積径路は均等蓄積径路を中心に振動することになる。
また，⑥(そ斗* <ムγ < ~乙となる場合も，結局，ある期間 nの後同(主γ
¥ ]11 ) 1+1 ¥ P1 } 1+2 P1 -- ---~ --'~-- \丹 1 ノ I+n
<去< (す??" となるか(ム) :+n < (ム):+n+1 =与となるかのどちらかである。\ノ\ J I 'D , J l  
前者のときは①一④のケースと同様に考えることができる。ただ振動の周期が長くなるだけであ
る。後者のときはρ1( 1+叶1) ρ2{1+什1)となり，均等蓄積径路へ収数し，実質賃金率も不変とな
り t 十 n 十 2 期以後均等蓄積が続く。
ρ2 / (ρz\* / (ρz\* 1 ..J.._ --7 LI=I .^l ~， { p ¥ 2 番目のケース，つまり②一一<(一一)' < (一一) となる場合も，④， ( ~2 ) *. < ρ1\ρ1 ノ 1+1\ρ1 ) ¥ / 
P2 ./ (ρ2 ¥ 一一<(一一! となる場合は前述のケース①と同様であり，振動の周期が違うだけである。ρ1\ρ1 ノ I+n
@' ~2 = ( ~2\:_'-- L> < (ρ~ì* 一一一(一一)ム [ :  ) となる場合は，均等蓄積径路へ収鍛する。ρ1\ρ1 ノ 1+π+1\ρ1 ノ I+n
以上の検討から分るように，市場価格が不変であっても実質賃金率が変化して再生産の均衡が
達成される経済においては，第 I 部門の資本一労働比率が第E部門の資本一労働比率よりも小で
ある場合には，第 I 部門の優位的発展は累積的に進行するが，第 I 部門の資本一労働比率が第 E
部門の資本一労働比率よりも大である場合には，資本蓄積径路は均等蓄積径路をめぐって振動す











わす乙とができる。また At のフロベニウス根を À (t) とすれば，均等利潤率は(1 /λ(川 -1 とな





-C1+ ω (1)/ 2+ !(~~一ω(t)12) 2+ 4 C2ω (1)/ 1 
2 C2 






\ X1 ノ t
ことは29)式より明らかであり，均等利潤率 ρ? が実質賃金率 ω(t) の低下にしたがって上昇する乙
とも側式より明らかである。かくして，実質賃金率が低下してゆくときに，上昇する均等利潤率の
-⑬ 成立下に第 I 部門の優位的発展が進行するケース は存在するのである。
と乙ろで，小論で、想定した投資関数l乙従えば，利潤率が均等であれば均等発展となり均等蓄積
























ρ 1 1 (10) 





また，生産財の価値を 71>消費財の価値を 72 とし，連立方程式
(川+/ 1=71
C271+/2=72 
C2 を解いて得られる T 一一一二一・ 1 ，. 7?= 一一一- / 1+んを連立方程式1 - 1 -Cl -. 1 , • 2- 1 -Cl 
lC1Tl+(lh)山=71
C2 71+ (1+e) ω 1 2 72 =72 
のどちらかの式に代入することにより
1-Cl 
ω-(1 + e){ 12 (1ーCl) 十 c2 / 1 }
( e 剰余価値率)
という関係を得るが，乙の式から分る様l乙，実質賃金率ω が低下するのは，剰余価値率 e が上昇




















ないのである叫 (井村喜代子 r社会的総資本の再生産j ， r経済学辞典.J.大月書店， 1979年， 459ぺーツJ
③市場価格および利潤率の問題を議論の中に組入れて資本蓄積を論じているものとしては，高須賀義博，
『再生産表式分析.J)，新評論， 1968年，同再生産の局面分析 循環的蓄積論序論j ， Ir経済研究• .1.一橋
大学経済研究所，第25巻 3 号， 1974年(同 rマルクス経済学研究J，新評論， 1979年，所収入置塩信雄，
「均衡成長の不安定性 -2 部門分割の場合j ， r国民経済学雑誌J，神戸大学，第115巻 5 号， 1967年，同，
qミ均衡累積過程における各部門利潤率と部門比率の運動j ，同， 117巻 5 号， 1968年(どちらも，同0"現代
経済学.1，筑摩書房， 1977年，所収入滝田和夫 r市場利潤率と部門間資本配分j ， r一橋論叢.1.第80巻 4 号
19ワ8年，浅利一郎 r資本の投資行動と利潤率・相対価格 資本蓄積の 2 部門分析j ， r法経研究J，静岡大
学，第28巻 2 号， 1980年，等がある。また市場価格表示の再生産表式を用いて「生産と消費の矛盾」を論
じたものとして，都留康 r恐慌論体系における〈生産と消費の矛盾〉概念の検討一宮塚・井村・吉原
理論を中心として一 j ， r商学論集b福島大学，第49巻第 3 号， 1980年，由井敏範， r (生産と消費の矛盾〉





⑥ (7成品同からすを消去して整理すればよい。あるいは， (5)式よりで 1Ji江戸1) ， (6)式
1- (1 +π2)ω 1 1 式よりて一 1 _ (1 ム層、 J となるから，乙の両者を等しいと置いて整理しでも同じ結果がえられる。
""1 
⑦拙稿の立場は r部門連関の弾力性とそれによって許容される第 I 部門の自立的発展の限界を明らかに
するためには，生産力か守不変の場合は資本構成や剰余価値率とともにまたそれらとの関連において部門構
成もまた原則として不変であるという関係が明らかにされなければならないj (r経済原論.1，有斐閣， 1976 
年， 277ぺーツ)という乙とから，均衡蓄積軌道を均等蓄積軌道と事実上同一視される富塚良三氏の立場
や r持続性をもっ経路だけが，資本制の再生産・持続を前提するかぎり，資本制経済が，長期・平均的
l乙，まがりなりにも，それに沿って運動しなければならない経路である j (11"蓄積論J)，第 2 版，筑摩書房，










⑪ この場合，実質賃金率ω は労働力の価値の水準に固定されたものと規定されている。拙稿 r生産価格
と再生産表式ー『転化問題』へのー視角一 J ， ~経済学論究~，関西学院大学，第37巻第 l 号， 1983年，
を参照のこと。
⑫ 値はマイナスとなるが，その経済的意味は不明である。






『マルクス経済学研究心新評論， 1979年， 89ページ， 182-7 ぺ-:;，および置塩信雄~蓄積論~，第 2
版，筑摩書房， 1976年， 144-6 ページ，を参照。本稿で賃金を後払いとするのは r この場合の万が数





⑬賃金後払いを想定すれば，第 I 部門の資本 労働比率が第 E部門の資本ー労働比率よりも大である時に
D? ¥ * は利潤率均等価格[よ三 l は実質賃金率の減少関数であり，逆の場合は逆である乙とは，前節でみた通
\ρ1 ) 
りである。
⑬ 「実質賃金率を調整要因としJ ， r実質賃金率が変動せざるをえないように両部門の成長径路を特定化し
Tこ J (高須賀義博~マルクス経済学研究~，新評論， 1979年， 77 ページ)高須賀氏のモデルが，このケー
スに該当する。
⑩ ibid. 79ページ。
⑩ Cl (1であるととは自明であるからである。
